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この動画の内容

 新型コロナウィルス対策支援施策ってどんなもの？

 「神奈川県感染症拡大防止協力金（第２弾）」とは？

 誰が対象者になるの？

 必要な書類は？

 いつまでに何をしなくてはならないの？



コロナ対策支援施策の種類

直近の運転資金が必要

アフターコロナに向けて投資したい

 給付金・助成金・協力金：返済不要（原則）

 条件が合えば支給される

 支払猶予

 税金や社会保険料などが猶予や減免される

 融資条件の緩和：返済必要

 保証料の減免や利子率の引き下げ・利子補填

 補助金・助成金：返済不要（原則）

 条件が合い、かつ審査を通れば支給される
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神奈川県感染症拡大防止協力金（第２弾）

15

 新型コロナウイルス感染症の拡大を防止するため、

 県の休業要請等に協力し、また、自主的に

 休業や夜間営業時間の短縮に御協力いただいた中小企業又は
個人事業主等の皆様に対し、協力金を交付いたします。

 交付額：１事業者あたり10 万円

（事業所の賃借による加算はありません）



誰が対象者になるの？

【対象となる事業者】

 中小企業又は個人事業主等

 神奈川県の休業要請等に協力し、また、自主的に協力した事業者

【休業や短縮営業を行った期間】

 令和2年5月7日から同月26日までの間で15日以上休業等をしていること
「休業等」とは、以下の場合を指します。

 食事提供施設：休業、夜間営業時間の短縮（宅配・テイクアウトサービスへの変更を含む）

 食事提供施設以外：休業、在宅勤務（全ての役員及び従業員が実施し、出張等を実施しないこと）

【その他】

 令和2年5月6日以前に開業しており、営業の実態があること。

 休業等を行う事務所または事業所が県内にあること。

 休業等を行う業務は、人との接触や対面での作業があること。

 （個人事業主の場合）休業等を行う事業による所得の全てが事業所得として確定申告の対象となること。

 休業等を行う事業が、農業、漁業、林業ではないこと。（ただし、一般消費者向けの販売・サービス等を行う事業は対象です。）

 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第2条に規定する暴力団員等に該当しないこと。

 破産法（平成16年法律第75号）第18条または第19条に基づく破産手続開始の申立てがなされていないこと。

 県が措置する指名停止期間中の者でないこと。



中小企業とは？

業種 資本金 常時使用する従業員数

卸売業 １億円以下 100人以下

サービス業 5,000万円以下 100人以下

小売業 5,000万円以下 50人以下

上記以外の業種 ３億円以下 300人以下



誰が対象者になるの？

【対象となる事業者】

 中小企業又は個人事業主等

 神奈川県の休業要請等に協力し、また、自主的に協力した事業者

【休業や短縮営業を行った期間】

 令和2年5月7日から同月26日までの間で15日以上休業等をしていること
「休業等」とは、以下の場合を指します。

 食事提供施設：休業、夜間営業時間の短縮（宅配・テイクアウトサービスへの変更を含む）

 食事提供施設以外：休業、在宅勤務（全ての役員及び従業員が実施し、出張等を実施しないこと）

【その他】

 令和2年5月6日以前に開業しており、営業の実態があること。

 休業等を行う事務所または事業所が県内にあること。

 休業等を行う業務は、人との接触や対面での作業があること。

 （個人事業主の場合）休業等を行う事業による所得の全てが事業所得として確定申告の対象となること。

 休業等を行う事業が、農業、漁業、林業ではないこと。（ただし、一般消費者向けの販売・サービス等を行う事業は対象です。）

 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第2条に規定する暴力団員等に該当しないこと。

 破産法（平成16年法律第75号）第18条または第19条に基づく破産手続開始の申立てがなされていないこと。

 県が措置する指名停止期間中の者でないこと。



食事提供施設の夜間営業時間短縮の判定



神奈川県 協力金 第２弾

必要な書類は？

神奈川県が指定する書類（様式）と自分で用意する書類があります

神奈川県指定様式

 第1号様式 ：交付申請書（食事提供施設以外の場合）
 第1号様式の2 ：交付申請書（食事提供施設の場合）
 第2号様式 ：誓約書
 第3号様式 ：役員一覧(法人のみ）

【様式ダウンロード】
https://www.pref.kanagawa.jp/docs/jf2/chusho/0205kyouryokukin_vol2.html



第１号様式：交付申請書（食事提供施設以外の場合）





第１号様式の２：交付申請書（食事提供施設の場合）





第2号様式：誓約書、第3号様式：役員一覧(法人のみ）



必要な書類は？

神奈川県が指定する書類（様式）と自分で用意する書類があります

自分で用意する書類①

【食事提供施設・食事提供施設以外 共通】

 協力金の振込先の通帳等の写し
 口座名義人、金融機関名、金融機関の店名、預金の種類及び口座番号が記載されたもの

 事業活動を証する書面
＜法人の場合＞
法人県民税・事業税申告書の控えの写し、若しくは営業許可証の写し など
＜個人事業主の場合＞
青色申告決算書の控えの写しまたは収支内訳書の控えの写し、若しくは営業許可証の写し など

 事業活動の内容がわかる書面
 営業許可証の写しまたは届出書の控えの写し 若しくは
 事務所または事業所のHPや事業活動に係るパンフレットなどの写し

（法人名または屋号及び休業等を行った事務所または事業所の住所が確認できるもの）

 休業したことがわかる書面（食事提供施設以外は必須、食事提供施設は休業した方のみ）
 休業を告知するHPや店頭ポスターなどの写しで、休業期間の始期と終期、休業した理由、屋号や店舗

名等が確認できるもの

 本人確認の書面（個人事業主のみ）
 氏名、生年月日及び現住所のわかる運転免許証または保険証などの写し



必要な書類は？

神奈川県が指定する書類（様式）と自分で用意する書類があります

自分で用意する書類②

【食事提供施設のみ】

 夜間営業時間短縮期間前の営業時間及び酒類の提供を行う場合の提供時間がわかる書面
（夜間営業時間を短縮した方のみ）

 「事業活動の内容がわかる書面」や「夜間営業時間短縮期間中の夜間営業時間及び酒類の提供を行う場
合の提供時間がわかる書面」により夜間営業時間短縮期間前の営業時間や酒類の提供時間が確認でき
る場合は、提出は不要です。

 夜間営業時間短縮期間中の夜間営業時間及び酒類の提供を行う場合の提供時間がわかる書面
（夜間営業時間を短縮した方のみ）

 夜間営業時間の短縮や酒類提供時間の短縮を告知するHPや店頭ポスターの写し等で、以下の事項が確
認できるもの
（夜間営業時間を短縮した期間の始期と終期、夜間営業時間を短縮した後の営業時間、酒類の提供時間、
夜間営業時間を短縮した理由、屋号や店舗名等）

 宅配等に切り替えたことがわかる書面（宅配等に切り替えた方のみ）

 宅配・テイクアウトサービス等店内での飲食行為を伴わない営業を告知するHPや店頭ポスターの写し等
で、以下の事項が確認できるもの
（宅配等に切り替えた期間の始期と終期、宅配等に切り替えた理由、屋号、店舗名等）



第１号様式の２：交付申請書（食事提供施設の場合）



いつまでに何をしなくてはならないの？（申請）

【申請方法】

郵送または電子申請

【郵送先と受付期間】

〒231-0026

神奈川県横浜市中区寿町1-4 かながわ労働プラザ3階

協力金（第2弾）事務局

令和2年6月8日（月）から令和2年7月14日（火）まで（郵送の場合、当日消印有効）

【電子申請と受付期間】

https://www.pref.kanagawa.jp/docs/jf2/chusho/0205kyouryokukin_vol2.html

令和2年6月8日0時00分 ～令和2年7月15日0時00分

「申込む」ボタンを押す時、上記の時間をすぎていると申込ができません。

※電子申請を利用される場合は、第1号様式、第1号様式の2及び第2号様式は、シス
テムでの入力となります。



電子申請入力画面（一部）



よくある質問

Q:神奈川県で登記していなくてもよいのか？
A:事業所が県内にあれば対象です

Q:第１弾に応募していなくても、応募できるのか？
A:応募できます

Q:第１弾に応募していても、引き続き応募できるのか？
A:応募できます

Q:賃料が10万以下だが対象になるのか
A:賃料や売上には関係ありません

【良くあるお問い合わせ】
https://www.pref.kanagawa.jp/docs/jf2/chusho/0205otoiawase_vol2.html



問い合わせ先

＜神奈川県新型コロナウイルス感染症専用ダイヤル＞

平日 9:00から17:00まで

045-285-0536

または

050-1744-5875
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